（様式１）

　提出日　　　　年  月  日
認知症対応型共同生活介護に係る事業計画書

１．法人概要

	法人名
	（ふりがな）

	
	　　

	代表者
	（ふりがな）

	
	　　

	所在地
	〒


	担当者
	

	連絡先
	電話
	
	Fax
	

	
	E_Mail
	


２．グループホームの圏域及び定員
	圏域
	定員（ユニット数）

	
	　　　　名（　　ユニット）

	名称
	


３．医療機関

	協力医療機関
	名　　称：

住　　所：

診療科目：

病床数：

入院設備の有無　　　□　有　　　　□　無

	協力歯科医療機関
	名　　称：
住　　所：


４-１．事業予定地の概要
	所在地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　　筆

	面　　積
	㎡
	都市計画区域
	

	□法人所有
	
	用途地域
	

	□購入
	契約の相手方
	

	
	予定価格
	

	□借地
	契約の相手方
	

	
	契約期間
	年

	
	賃借料
	保証金････　円、敷金････　円、借地料････　円

	□寄付
	寄付の相手方
	

	抵当権等の状況
	有　　　・　　　無


４-２．建設用地の法規制等（災害レッドゾーン・イエローゾーンではない事を要確認）
	指定区域等
	指定等該当の有無
	許可等の要否

	災害レッドゾーン
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	災害イエローゾーン
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	地すべり防止区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	地すべり危険か所
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	急傾斜地崩壊危険区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	崩壊土砂流出危険区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	土石流危険渓流（区域）
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	災害危険区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	宅地造成工事規制区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	土砂災害特別警戒区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	土砂災害警戒区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	河川区域
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	（その他の法規制）

	風致地区
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	伝統環境保存地区
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	地区計画
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	他（　　　　　　　　）
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要

	他（　　　　　　　　）
	□該当　　□非該当
	□要　　□不要


※各指定区域の指定等該当（レッドゾーン・イエローゾーンの確認は根拠となる地図等（引用元を明示）も添付）の有無と認可等の要否について、「土地利用・建物に係る市関係機関との協議状況」にこれらの事項を確認した旨を記載する事。
４-３．インフラの整備状況及び交通の利便性
	インフラの状況
	□上水道　　　□下水道　　ガス（都市ガス・プロパン）

	最寄のバス停・駅
※距離がわかる正しい縮尺地図を位置図として添付
※バス停名称、平日便数がわかる時刻表資料を添付
	名　　称
	

	
	施設からの直線距離
	                          ｍ

	
	平日の便数
(10:00～16:00)
	　　　　　　　　　　　　　　　 便

	最寄のグループホーム
※距離がわかる正しい縮尺地図を位置図として添付
	名　　称
	

	
	区　　域
	

	来客用駐車場
	□有（　　　　　台）　　　□敷地内　　　　　□敷地外

□無


４-４．施設に接する道路の幅員等

	□東側
	□国道　　□県道　　□市道　　□私道　　□その他　　　幅員････　　　　　m

	□西側
	□国道　　□県道　　□市道　　□私道　　□その他　　　幅員････　　　　　m

	□南側
	□国道　　□県道　　□市道　　□私道　　□その他　　　幅員････　　　　　m

	□北側
	□国道　　□県道　　□市道　　□私道　　□その他　　　幅員････　　　　　m


※主たる入り口にチェックを入れてください。
※幅員については最小部を記入してください。
※隣接道路が国道・県道・市道・私道等その他のいずれであるかを確認できる資料を添付
４-５．当該計画地を選定した理由及び特記すべき事項
	


５－１．建物の概要

	構　　造
	造　　　　　　　　階建て

	
	□耐火構造　□準耐火構造　□その他（　　　　　　）

	建物面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	所　　　有
	□建設
	予定価格
	

	
	□購入
	契約の相手方
	

	
	
	予定価格
	

	
	
	改修費
	

	
	□寄付
	寄付の相手方
	

	
	
	改修費
	

	設備
	居室
	㎡
	各居室内に設置

· 洗面設備　　□　収納

· トイレ

	
	片廊下
	ｍ
	

	
	中廊下
	ｍ
	

	
	浴　　室
	□大浴槽　　　□個別浴槽　　　□身体機能低下に配慮した浴槽

	
	トイレ
	各ユニット内に車椅子対応のトイレがある　　　□有　　　□無

	併設
	施設の名称
	サービス概要
	定員

	
	
	
	

	
	
	
	

	環境
	□再生可能エネルギー設備等（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□省エネルギー機器等　　　（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	その他
	・市内に本社を有する建築業者のみによる入札を予定しているか　
· 予定している　　　□　予定していない

・市内に営業所（本社、支店等を含む）を有する建築業者による入札を予定しているか　

· 予定している　　　□　予定していない


※居室（内法）、片廊下（内法）、中廊下（内法）は最小値を記載してください。
	法令上建築できる建築面積(A)
	㎡

	建物面積　　　　　　　　(B)
	㎡

	B　÷　A　×　100
	％


※小数点第３位を四捨五入して記入してください。
５-２．建物設計上配慮した点及び特記すべき事項
	避難階段、バルコニーの設置状況や避難器具の選定など、入居者の避難に関する建物構造上の配慮については必ず記載してください。


６－１．事業所利用料

	家賃（居住費）
	最低　　　　　　円(月額)　　　　最高　　　　　　円(月額)
光熱水費：　　　 円(月額)
(積算根拠)



	敷　　　　　金
	　　　　　　円

(積算根拠)



	前払金(入居時一時金)
	　　　　　　円

(積算根拠)

(保全措置)



	食費
	　　　　　　円(日額)
　うち 朝　食　　　　　円　　　夜　食　　　　　円

　　　 昼　食　　　　　円　　　その他　　　　　円

(積算根拠)



	日常生活費・その他
	その他入居者から一律徴収する料金を記載してください。（積算根拠要）




６-２．低所得者への配慮（実施する場合、具体的に内容を記載してください。）
	□生活保護受給者の入居の際、家賃を軽減するなど低所得者対策を実施している。
□生活保護者又は生活保護に準ずる方（生活保護基準1.2倍以下）を受け入れる予定がある。（具体的な受け入れ人数を記入してください。）
（社会福祉法人の場合）

□社会福祉法人による軽減を実施する。

□社会福祉法人による軽減を実施しない。




７－１．資金計画

	事業費
	土地取得関係費
	千円
	財源内訳
	自己資金
	千円

	
	建築工事費
（設計費を含む）
	千円
	
	補助金
	千円

	
	備品購入費
	千円
	
	借入金
	千円

	
	その他経費
	千円
	
	寄附金
	千円

	運転準備資金
	千円
	
	その他
	千円

	合計
	千円
	
	合計
	千円


※土地を賃貸される場合、土地取得関係費には保証料及び建設中の借地料、敷金を計上してください。
※運転準備資金は、初年度事業費の2か月分以上を計上してください。

７－２．借入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:円）
	借入先
	借入額（A）
	利息（B）
	合計（A+B）
	償還期間

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


７－３．寄附金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	寄附予定者
	年齢
	職　　業
	前年度の課税所得
前年度の利益
	寄附総額

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	


７－４．その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位:円）
	内容
	金　　額

	
	

	
	

	合計
	


1

